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高津川直轄河川改修事業



河川改修事業の再評価項目調書 
事 業 名 (箇所名) 高津川直轄河川改修事業 

実  施  箇  所 高津川水系直轄管理区間 島根県益田市 

該  当  基  準 再評価実施後一定期間（3年）が経過している事業 

事  業  諸  元
一般改修（堤防整備、河床掘削、堤防浸透対策） 

管理延長 高津川L=14.2km、高津川派川L=2.75km、匹見川L=1.03km、白上川L=2.0km 

事  業  期  間
高津川直轄河川改修事業（整備期間30年）：平成20年度～平成49年度 

当面想定している事業（整備期間 6年） ：平成30年度～平成35年度 

総 事 業 費 (億円)
（整備期間30年）

（整備期間6年）

約100 

約19 
残 事 業 費 (億円) （整備期間20年） 約67 

目 的 ・ 必 要 性

高津川は、下流部に人口と資産の集中する益田市街地を控え、既往最大の昭和 47 年 7

月洪水、昭和 58 年 7月洪水、平成 9年 7月洪水等により、過去、幾多の甚大な被害が発

生している。 

高津川では、戦後最大の被害をもたらした昭和 47 年 7 月洪水、既往 2番目の被害をも

たらした昭和 18年 9月洪水が再び生じた場合、これを安全に流下できない箇所がある。

以上の状況より、再度災害防止の観点から、引き続き、高津川本川の堤防整備、河床掘

削、堤防浸透対策を進める必要がある。 

（洪水実績） 

・昭和47年7月洪水：家屋浸水戸数1,983戸、浸水面積1,254ha 

・昭和58年7月洪水：家屋浸水戸数  313戸、浸水面積  222ha 

・平成 9年7月洪水：家屋浸水戸数   25戸、浸水面積  123ha 

（災害発生時の影響：浸水想定区域内） 

  ○世 帯 数：約3,425 世帯 

  ○浸水面積：約  810 ha 

  ○重要な公共施設等：益田広域消防本部、 

ＪＲ山陰本線・山口線、益田港、 

            国道9号・191号、益田道路 

  ○要配慮者利用施設：益田市総合福祉センター 

便 益 の 主 な 根 拠
年平均浸水軽減世帯数 15世帯 （当面想定している事業 5世帯） 

年平均浸水軽減面積 9ha （当面想定している事業 4ha） 

事業全体の投資効

率性 
B：総便益 （億円） C:総費用 （億円） B/C B-C EIRR 

基準 

年度 

 全体事業 総便益 120 総費用 83 1.4 37 6% H29 

残 事 業 総便益 102 総費用 43 2.4 59 12% H29 

感   度   分   析 

 残事業（B/C） 全体事業（B/C） 

残事業費（+10% ～-10%） 2.2 ～ 2.6 1.4 ～ 1.5 

残 工 期（+10% ～-10%） 2.4 ～ 2.3 1.4 ～ 1.4 

資    産（-10% ～+10%） 2.2 ～ 2.6 1.3 ～ 1.6 

当面の段階的な整備（H30～H35）：B/C=3.7 

事 業 の 効 果 等 

・下流区間（益田市街地）においては、計画高水流量 4,900m3/s（高角地点）に相当する

洪水が発生した場合でも、家屋の浸水被害の発生を防止できる。 

・上流区間においては、既往第2位の昭和18年9月洪水（神田：2,700m3/s）が発生した場合

でも、家屋の浸水被害の発生を防止できる。 

浸水世帯数 2,019世帯 ⇒ 51世帯 

浸水面積    514ha  ⇒ 138ha 

被 害 額     664億円 ⇒ 24億円 

- 1 -



社会情勢等の変化 

＜地域状況＞ 

○高津川沿川は益田市街地が広がっており、人口・資産が集中している。 

○萩・石見空港、石見臨空ファクトリーパーク、益田地区国営農地開発事業を基盤とした

工業・農業等の振興が期待されている。 

○高津川水系では流域市町による「高津川水系治水砂防期成同盟会」、関係自治会による

「高津川・安全で安心できる地域づくりの会」が組織され、治水対策の促進を強く要望

している。 

＜事業に関わる地域の人口、資産等の変化＞ 

【氾濫区域内指標】 

○人 口  ：1.08倍（14,696 人 ／13,577 人 ）    〈H22／H17数値〉 

○世 帯 数 ：1.12倍（5,680 世帯 ／5,054 世帯 ）   〈   〃    〉 

○事 業 所 ：1.45倍（944 事業所 ／649事業所 ）    〈H26／H18数値〉 

○従 業 者 ：0.92倍  （7,378人 ／7,989人 ）        〈   〃   〉 

（出典）人口、世帯数：国勢調査（H17、H22） 

    事業所、従業者数：経済センサス（H18、H26） 

事業の進捗状況 

・平成 20 年 7 月 3 日に高津川水系河川整備計画【国管理区間】を策定し、河川整備計画

対象期間 30 年を目標に事業を遂行。 

・平成 27 年度までに奥田・大塚地区の築堤、飯田地区の堤防浸透対策が完了。現在、虫

追、高津地区の浸透対策、全川にわたる河床掘削を事業中。

事業の進捗の見込み 
・事業は順調に進捗しており、関係機関並びに地域との協力体制も構築されていることか

ら、今後も円滑な事業進捗が見込まれる。 

コスト縮減や代替案

立案等の可能性 

・新技術・新工法を活用するとともに、関係機関等と調整し、河床掘削に伴う建設発生土

の有効利用等を図り、コスト縮減に努める。 

対 応 方 針(原案) 継続 

対 応 方 針 理 由 

・治水安全度向上の必要性、費用対効果、地元の協力体制等の観点から、事業継続が妥当

である。 

・今後の詳細な設計や施工段階において、さらなるコスト縮減を図るとともに、環境にも

配慮して事業を進め、より一層の事業効果の発現に努める。 

そ の 他 － 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism Chugoku Regional Development Bureau

国土交通省中国地方整備局

平成２９年１２月１日

高津川直轄河川改修事業

【事業再評価 重点審議】

たか つ がわ
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事業再評価説明の進め方

② 高津川流域の概要、事業の目的・必要性

③ 河川整備計画の整備目標・期間・実施内容

⑤ 事業の費用対効果分析

① 今後の対応方針（原案）

⑥ 高津川直轄河川改修事業

費用便益比（Ｂ／Ｃ）算出、事業効果

④ 事業の進捗状況、今後実施する事業内容

参考
・高津川直轄河川改修事業の前回評価時との比較
・高津川直轄河川改修事業の費用対効果分析（感度分析）
・事業費増額の主な内容
・事業におけるコスト縮減（建設発生土の有効利用）
・貨幣換算が困難な効果等による評価
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①今後の対応方針（原案）

１．再評価の視点

① 事業の必要性等

② 事業の進捗の見込み

③ コスト縮減や代替案立案等の可能性

1) 事業を巡る社会経済情勢等の変化

2) 事業の投資効果

3) 事業の進捗状況

○高津川沿川は益田市街地が広がっており、人口・資産が集中している。
○萩・石見空港、石見臨空ファクトリーパーク、益田地区国営農地開発事業を基盤とした工業・農業等の振興が期待されている。
○高津川水系では流域市町による「高津川水系治水砂防期成同盟会」、関係自治会による「高津川・安全で安心できる地域づくりの会」が組

織され、治水対策の促進を強く要望している。

○費用便益比(平成29年度評価時点)  全体事業（B/C）=1.4 残事業(B/C)＝2.4 当面6年間(B/C)＝3.7

○平成20年7月3日に高津川水系河川整備計画【国管理区間】を策定し、河川整備計画対象期間30年を目標に事業を遂行。

〇平成27年度までに奥田・大塚地区の築堤、飯田地区の堤防浸透対策が完了。現在、虫追、高津地区の浸透対策、全川にわたる河床掘削を事
業中。

○事業は順調に進捗しており、関係機関並びに地域との協力体制も構築されていることから、今後も円滑な事業進捗が見込まれる。

○新技術・新工法を活用するとともに、関係機関等と調整し、河床掘削に伴う建設発生土の有効利用等を図り、コスト縮減に努める。

２．県への意見照会結果

○島根県知事の回答：対応方針（原案）については、妥当である。

【今後の対応方針（原案）】

○上記より、治水安全度向上の必要性、費用対効果、地元の協力体制等の観点から、事業継続が妥当である。
○今後の詳細な設計や施工段階において、さらなるコスト縮減を図るとともに、環境にも配慮して事業を進め、より一層の事業

効果の発現に努める。
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②高津川流域の概要

流域面積(集水面積) ：１,０９０km2

幹川流路延長 ：８１ km

流域内人口 ：約３万２千人

想定氾濫区域面積 ：３９km2

想定氾濫区域内人口 ：約２万１千人

想定氾濫区域内資産額 ：約５，０００億円
流域内市町 ：益田市、津和野町、吉賀町

流域及び氾濫域の諸元 流域図

■高津川は島根県西部に位置し、下流部には石西地域の中心都市である益田市街地があり、人口・資産が集中している。

■流域の地形は、全体的に平地に乏しく、急峻な山地となっており、河道は穿入蛇行しながら谷底を流れ、最下流部で横田盆地・益田平野等の沖

積平野が広がる。

せんにゅう

出典：第10回河川現況調査（H22年基準）
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②事業の目的・必要性（高津川下流部の特徴）

高津川下流部には島根県の石西地域の中心都市である益田市があり、この地域における社会、経済、文化の基盤を成している。

高津川の下流部は、低平地が広がり水害を受けやすい地形となっており、近年は益田道路や土地区画整理事業等のインフラ整備が進み
資産が集中しているため、氾濫すると被害は甚大なものとなる。

氾濫原の状況

下流部の資産集積状況
平成28年11月撮影
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②事業の目的・必要性（過去の洪水被害）

高津川の下流部は、低平地が広がり水害を受けやすい地形となっている。

過去の主な水害としては、既往最大洪水で甚大な被害をもたらした昭和47年7月洪水等が知られているほか、近年では平成9年7月洪
水において浸水被害が発生している。

【主な洪水被害】

洪水名 発生原因
高角流量
（m3/s）

人的被害

家屋被害

浸水面積
（ｈａ）

全半壊
家屋

（棟）

床上
浸水

（棟）

床下
浸水

（棟）

昭和18年9月洪水 台風 約4,000
（益田町）死者・不明者108名 2,590 314 209 不明

（美濃郡）死者・不明者136名 3,194 3,607 0 不明

昭和47年7月洪水 梅雨前線 約5,000 （益田市）死者1名 64 751 1,232 約1,254

昭和58年7月洪水 梅雨前線 約2,500 （益田市）死者32名※ 60 53 260 約222

昭和60年6月洪水 梅雨前線 約3,200 （益田市）死者0名 2 9 155 約348

平成9年7月洪水 台風 約3,300 （益田市）死者0名 0 0 25 約123

※人的被害の主な要因は土砂崩れや益田川の氾濫によるものである。

① ② ③

④ ⑥

昭和47年7月洪水による
派川虫追橋の被災状況

むそう
昭和18年9月洪水による
益田市街地の被災状況

昭和47年7月洪水による
白上川の被災状況

平成9年7月洪水による堤防
法尻への水防活動状況

昭和18年9月洪水による
益田市街地の被災状況

⑤昭和58年7月洪水による
益田市街地の被災状況

市街地・宅地(現状) 

     昭和 47 年 7月洪水の実績浸水域 

     昭和 58 年 7月洪水の実績浸水域 

     平成 9年 7 月洪水の実績浸水域 

②

③

①

④

⑥

⑤

出典）建設省河川局「水害統計」、ただし昭和18年は益田市史による

高津川

益田川
主要な洪水における浸水区域
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③河川整備計画の整備目標・期間・実施内容

■整備目標
高津川の国管理区間においては、流域に壊滅的被害をもたらした既往第2

位の昭和18年9月洪水と同規模の洪水を安全に流下させる。さらに、高津川
本川と、改修済みの益田川に挟まれた都市の中枢機能を擁している益田市
街地の区間は、計画高水流量4,900m3/s(高角地点)に相当する洪水を安全に
流下させる。

■整備期間
目標を達成する上での事業量等を勘案し、概ね30年間を整備期間として

設定。

■事業箇所
整備期間内に目標を達成するために必要な事業箇所を選定。

高津川水系河川整備計画

■高津川水系河川整備基本方針：平成18年2月策定
■高津川水系河川整備計画 ：平成20年7月策定

流量配分図 計画降雨量 353mm/2日

　計画高水流量規模 　既往第2位（S18.9）

● ●
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④事業の進捗状況

平成20年７月に高津川水系河川整備計画を策定以降、高津川河川防災ステーションの整備や築堤、堤防浸透対策等の治水対策を順次実施。

高津川河川防災ステーション H21年度完成

袋詰め玉石 根固ブロック、大型土のう

備蓄資材保管状況

防災センター

備蓄土砂

袋詰め玉石 ヘリポート
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④今後実施する事業内容（当面6年間）

▽

上下流バランスを考慮しながら、河床掘削を実施していく。

【当面整備による効果（整備計画目標流量）】

浸水世帯数 1,925世帯 → 1,609世帯（316世帯減少）

浸水面積 496ha → 461ha（ 35ha減少）

被害額 626億円 → 496億円（130億円減少）

河床掘削(下流)（樹木伐開含む）

0.8ｋ

6.2ｋ

▽

平水位

高津川 0.8ｋ

河床掘削

平水位

高津川 6.2ｋ

河床掘削

河床掘削(上流)（樹木伐開含む）
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⑤事業の費用対効果分析

費用便益比（B/C）算出の流れ

確率降雨規模毎の

氾濫シミュレーション

（事業実施前後）

確率規模毎の

想定被害額の算出

年平均被害軽減期待額の算出

残存価値の設定

総便益【B】の算出

総費用【C】

全体事業費の算出

維持管理費の設定

総費用【C】の算出

費用便益比【B/C】の算出

総便益【B】
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⑤事業の費用対効果分析【費用対効果分析における被害額計上について】

治水事業における便益算定にあたっては、『治水経済調査マニュ
アル（案）』（平成１７年４月）により実施している。

治水事業の便益は、事業実施前後の氾濫シミュレーションを実施
し、それぞれの被害額の差分より求めており、その被害分類につい
ては、右表のとおりである。

具体的には、家屋（居住用・事業用建物の被害）や家庭用品（家
具・自動車等の浸水被害）等の直接被害と、事業所営業停止被害
（浸水した事業所の生産の停止・停滞）等の間接被害を浸水深に応
じて算出している。

事業着手前（H20年度時点） 事業実施後（H49年度時点）

【整備計画目標流量発生時の事業実施前後の浸水図のイメージ】

治水事業のストック効果
出典：治水経済調査マニュアル（案）平成17年4月

表中の は、治水経済調査マニュアル（案）で被害率や被害単価が明
示されており、今回の費用対効果分析において被害額を算定している項目。
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⑥事業の費用対効果分析

・費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算出

項目 全体事業 残事業 当面事業

便 益 (B1) 118億円 100億円 57億円

残存価値(B2) 2億円 2億円 1億円

総便益(B1+B2) 120億円 102億円 57億円

事 業 費(C1) 82億円 42億円 15億円

維持管理費(C2) 0.7億円 0.3億円 0.2億円

総費用(C1+C2) 83億円 43億円 16億円

費 用 便 益 比 1.4 2.4 3.7

●河川改修事業に関する総便益（B）

●河川改修事業に関する総費用（C）

河川改修事業に係わる便益は、洪水氾濫区域内における家屋、農作物、公共施設等に想定される被害に対して、年平均被害軽減期待額を「治水経
済調査マニュアル（案）」に基づき計上

河川改修事業に係わる事業費及び維持管理費を計上

※社会的割引率（年4%）及びデフレータを用いて現在価値化を行い費用を算定。
※端数処理のため合計が合わない場合がある。
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⑥事業の費用対効果分析

（例）整備計画目標流量（3.3kより上流：昭和18年洪水と同規模、3.3kより下流：昭和47年洪水と同規模）を対象にした被害の軽減状況

浸水世帯数 2,019世帯

浸水面積 514ha

被害額 664億円

浸水世帯数 1,925世帯(-5%)

浸水面積 496ha(-4%)

被害額 626億円(-6%)

浸水世帯数 51世帯(-97%)

浸水面積 138ha(-73%)

被害額 24億円(-96%)

浸水世帯数 1,609世帯(-20%)

浸水面積 461ha(-10%)

被害額 496億円(-25%)

事業実施前
(H20年度時点)

評価時点
(H29年度時点)

当面6年間整備後
(H35年度時点)

事業実施後
(H49年度時点)

凡 例

0.5m未満の区域

0.5m～1.0m未満の区域

1.0m～2.0m未満の区域

2.0m～5.0m未満の区域

5.0m以上の区域

浸水被害が軽減
（浸水深が浅くなる）

浸水被害が解消

注）表内は各分析時点の被害状況、並びに事業実施前からの減少割合を示す
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参考：高津川直轄河川改修事業の前回評価時との比較

前回評価時との比較

前々回評価

(H23.9評価)

前回評価
（H26.11評価）

今回評価 備 考

事業諸元

河床掘削、築堤、
護岸、樋門、堤防
浸透対策、河川防
災ステーション等

同左

河床掘削、築堤、
護岸、樋門、堤防
浸透対策、河川防
災ステーション、
危機管理型ハード

対策等

危機管理型ハード対策を新たに加える

事業期間
平成20年～平成49
年度末（予定）
（30カ年）

同左 同左

総事業費
約90億円

（消費税含む）

約98億円

（消費税含む）

約100億円

（消費税含む）

・危機管理型ハード対策の追加、並びに堤防浸透対策
の精査による事業費の見直しで、前回から約2億円
増額。

総便益
(B)

約73億円

（消費税含む）
同左（※３）

約120億円

（消費税控除）

・資産データの更新

人口・世帯データ（H17⇒H22）

事業所データ（H18⇒H26）

土地利用データ（H18⇒H26）

延べ床面積データ（H12⇒H22）

・各種資産評価単価の更新（H23.2⇒H29.2）

・消費税控除（※1）

総費用
（Ｃ）

約65億円

（消費税含む）
同左（※３）

約83億円

（消費税控除）

・今回変更で追加した整備メニューによる事業費増

・消費税控除（※2）

費用便益比
（Ｂ／Ｃ）

1.1 同左（※３） 1.4

※1：「各種資産評価単価及びデフレーター（平成29年2月改正）」に合わせて消費税を控除
※2：平成28年4月5日事務連絡「費用便益分析の費用算定における消費税の取り扱いについて（通知）」に基づき消費税を控除
※3：前回評価（H26.11）は、要点審議のため費用便益分析を実施していないため、前々回評価（H23.9）を記載
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参考：高津川直轄河川改修事業の費用対効果分析（感度分析）

残事業費、残工期、資産を個別に±10％変動させて、費用便益比（B/C)を算定し、感度分析を行った。

高津川直轄河川改修事業の費用便益比（Ｂ／Ｃ）

基本
残事業費 残工期 資産

+10% -10% +10% -10% +10% -10%

全体事業 1.4 1.4 1.5 1.4 1.4 1.6 1.3

残事業 2.4 2.2 2.6 2.4 2.3 2.6 2.2

当面の整備

（6ヶ年）
3.7 3.4 4.1 3.7 3.7 4.1 3.4
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参考：事業費増額の主な内容

平成27年9月関東・東北豪雨等を踏まえて「洪水を安全に流すためのハード対策」の精査、及び「危機管理型ハード対策」を新たに

加えることで増額。

前回評価事業費（H26再評価） 約98億円 → 今回事業費（H29再評価） 約100億円（約2億円の増額）

堤防浸透対策の精査
（洪水を安全に流すためのハード対策）

堤防天端の保護
（危機管理型ハード対策）

堤防天端をｱｽﾌｧﾙﾄ等で保護し、堤防への雨水の浸透を抑制するとともに、

越水した場合には法肩部の崩壊の進行を遅らせることにより、決壊までの

時間を少しでも延ばす

施工前

施工後

事業実施箇所（平成27年度完成）

堤防浸透対策の精査を行い、堤防の浸透に対する安全性が不足している

箇所において、緊急的に対策を行った。

高津川

人口・資産が集中しており、
一度氾濫した場合は甚大な

被害が発生する

事業実施箇所（平成29年度完成）

ドレーン施工中 ドレーン施工後

5.0k

計画高水位

堤体(堤防)

基礎地盤

護岸工

ドレーン

ドレーンを施工し、
洪水時に堤防内に
浸透した河川水や
雨水の排水を促し、
堤防の安全性を高
める。
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河床掘削に伴う建設発生土について、他事業間調整や民間も含めた発生土の受け入れ先の公募を行い、コスト縮減に努める。

既往整備での建設発生土については、民間造成場へ2.1万m3を流用することによりコスト縮減を図れた。以降の整備においても益田市内
での建設発生土の有効利用を予定しており、引き続きコスト縮減に努める。

発生土の受け入れ先 発生土の受け入れ地等の募集事例

参考：事業におけるコスト縮減（建設発生土の有効利用）

益田市②

益田市①

民間

掘削箇所

平成２６年１０月１６日に
記者発表を行うとともに、
事務所ホームページへ掲載

【別途照会先】
島根県益田県土整備事務所
益田市
(一社)島根県浜田地区建設業協会
(一社)島根県益田建設業協会
(一社)鹿足建設業協会
高津川砂利生産販売共同組合
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参考：貨幣換算が困難な効果等による評価

「水害の被害指標分析の手引き」に準じて河川整備による「人的被害」と「ライフラインの停止による波及被害」の軽減効果を算定。

対象洪水は、整備計画目標流量規模（3.3kより上流：昭和18年洪水と同規模、3.3kより下流：昭和47年洪水と同規模）の洪水に対して評価
を実施。

整備計画目標流量規模の洪水が発生した場合、高津川流域で想定死者数が18人（避難率40%）、電力の停止による影響人口が3,694 人
と想定されるが、事業実施により軽減される。

「想定死者数」の考え方

浸水による想定死者数を避難率別に推計する。

・計算メッシュ毎に、年齢別（65歳以上、未満）、居住する住宅の階数別（1
階、2階、3階以上）に分類した人口に危険度を乗じた値の総和から想定
死者数を算出する。

・既往水害における避難率は大きな幅があるため、避難率は0%、40%、80%
の3つのケースを設定する。

想定死者数

「電力が停止する浸水深」の考え方

浸水により停電が発生する住宅等の居住者数を推計する。

・浸水深70㎝でコンセント（床高50㎝＋コンセント設置高20㎝）に達し、屋内
配線が停電する。

・浸水深100㎝以上で、地上に設置された受変電設備（6,600V 等の高圧で
受電した電気を使用に適した電圧まで降下させる設備）及び地中線と接
続された路上開閉器が浸水するため、集合住宅等の棟全体が停電する
場合がある。

・浸水深340cm以上で、受変電設備等の浸水により、棟全体が停電となら
ない集合住宅においては、浸水深に応じて階数毎に停電が発生する。

電力の停止による影響人口

（整備前） （整備後）

浸水深

2.3m未満

2.3～5.0m未満
(1階危険水位)

5.0～7.7m未満
(2階危険水位)

7.7m以上

河川整備計画の目標規模洪水における想定死者数

河川整備計画の目標規模洪水における電力の停止による影響人数

浸水面積 514ha 浸水面積 118ha

浸水深

0.7m未満

0.7～1m未満

1～3.4m未満

3.4～5m未満

5m以上

（整備前） （整備後）浸水面積 514ha 浸水面積 118ha
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高津川直轄河川改修事業

〔島根県への意見照会と回答〕
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